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（案） 

鹿児島県地域職業能力開発促進協議会設置要綱 

 

１ 目的 

鹿児島労働局及び鹿児島県は、職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64

号）第 15 条の規定に基づき、鹿児島県の区域において、地域の関係機関が参

画し、以下の事項について協議を行う地域職業能力開発促進協議会（以下「協

議会」という。）を設置する。 

 (1) 同法職業能力開発促進法第16条第１項の規定に基づき設置する公共開発

施設において実施する職業訓練（同法第 15 条の７第３項の規定に基づき実

施する職業訓練を含む。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の

支援に関する法律（平成 23 年法律第 47 号）第４条第２項に規定する認定

職業訓練（両訓練を合わせて、以下「公的職業訓練」という。）を実施する

に当たり、地域における人材ニーズを適切に反映した訓練コースの設定を

の促進するとともに、及び訓練効果の把握・検証を通じた訓練内容の改善等

の協議を行う地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」という。）を設

置する。 

 (2) 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 60 条の２第１項に規定する教

育訓練給付について、地域の訓練ニーズを踏まえた指定講座の拡大等 

 

２ 設置主体 

  協議会の設置主体は、鹿児島労働局及び鹿児島県とする。 

 

３ 構成員 

協議会は、以下に掲げる者を構成員とする。 

 (1) 鹿児島労働局 

(2) 鹿児島県 

(3) 職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 

(4) 労働者団体 

(5) 事業主団体 

(6) 職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体 

(7) 学識経験者 

(8) その他鹿児島労働局及び鹿児島県が必要と認める者 

 

４ ワーキンググループ 

協議会は、協議事項の検討に必要なワーキンググループを設置することが

できる。 

 



５ 会長 

(1) 協議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

(2) 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

(3) 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代

理する。 

 

６ 協議会の開催 

年２回以上の開催とする。 

 

７ 協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

(1) 公的職業訓練について、地域の人材ニーズ及び実施状況を踏まえた訓練

コースの設定に関すること。 

(2) 公的職業訓練について、訓練効果の把握・検証等に関すること。 

(3) キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び向

上の促進のための取組に関すること。 

(4) 公的職業訓練の実施にあたり年度計画の策定に関すること。 

(5) 地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度による訓練機会の確保等

に関すること。 

(5)(6) その他必要な事項に関すること。 

 

８ 事務局 

協議会の事務局は、鹿児島労働局職業安定部に置く。 

 

９ その他 

(1) 協議会資料及び議事録等については、協議会において申し合わせた場合

を除き、公開とする。 

(2) 協議会の事務に従事する者又は従事した者は、職業能力開発促進法第 15

条第３項の規定により、正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘

密を漏らしてはならない。 

(3) この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年 11 月９日から施行する。 

この要綱は、令和６年３月８日から施行する。 

 



（案） 

鹿児島県地域職業能力開発促進協議会設置要綱 

 

１ 目的 

鹿児島労働局及び鹿児島県は、職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64

号）第 15 条の規定に基づき、鹿児島県の区域において、地域の関係機関が参

画し、以下の事項について協議を行う地域職業能力開発促進協議会（以下「協

議会」という。）を設置する。 

 (1) 職業能力開発促進法第16条第１項の規定に基づき設置する公共開発施設

において実施する職業訓練（同法第 15 条の７第３項の規定に基づき実施す

る職業訓練を含む。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援

に関する法律（平成 23 年法律第 47 号）第４条第２項に規定する認定職業

訓練（両訓練を合わせて、以下「公的職業訓練」という。）を実施するに当

たり、地域における人材ニーズを適切に反映した訓練コースの設定の促進

及び訓練効果の把握・検証を通じた訓練内容の改善等 

 (2) 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 60 条の２第１項に規定する教

育訓練給付について、地域の訓練ニーズを踏まえた指定講座の拡大等 

 

２ 設置主体 

  協議会の設置主体は、鹿児島労働局及び鹿児島県とする。 

 

３ 構成員 

協議会は、以下に掲げる者を構成員とする。 

 (1) 鹿児島労働局 

(2) 鹿児島県 

(3) 職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 

(4) 労働者団体 

(5) 事業主団体 

(6) 職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体 

(7) 学識経験者 

(8) その他鹿児島労働局及び鹿児島県が必要と認める者 

 

４ ワーキンググループ 

協議会は、協議事項の検討に必要なワーキンググループを設置することが

できる。 

 

５ 会長 

(1) 協議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

(2) 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

(3) 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代

理する。 



 

６ 協議会の開催 

年２回以上の開催とする。 

 

７ 協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

(1) 公的職業訓練について、地域の人材ニーズ及び実施状況を踏まえた訓練

コースの設定に関すること。 

(2) 公的職業訓練について、訓練効果の把握・検証等に関すること。 

(3) キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び向

上の促進のための取組に関すること。 

(4) 公的職業訓練の実施にあたり年度計画の策定に関すること。 

(5) 地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度による訓練機会の確保等

に関すること。 

(6) その他必要な事項に関すること。 

 

８ 事務局 

協議会の事務局は、鹿児島労働局職業安定部に置く。 

 

９ その他 

(1) 協議会資料及び議事録等については、協議会において申し合わせた場合

を除き、公開とする。 

(2) 協議会の事務に従事する者又は従事した者は、職業能力開発促進法第 15

条第３項の規定により、正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘

密を漏らしてはならない。 

(3) この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年 11 月９日から施行する。 

この要綱は、令和６年３月８日から施行する。 

 



令和５年度実績（令和６年１月末現在）
（単位：人,％）

就職者 就職者

1,124 1,115 871 77.5 16 13 174 125 73.8

うち母子家庭の母等
を対象とした訓練 20 6 4 20.0 1 0 2 2 100.0

111 166 107 96.4 － － － － #VALUE!

1,235 1,281 978 79.2 16 13 174 125 73.8

※就職率には，就職退校者を含む。

令和４年度実績 （単位：人,％）

就職者 就職者

1,562 1,485 1,222 78.2 126 59 1,056 838 80.4

うち母子家庭の母等
を対象とした訓練 20 2 2 10.0 0 0 2 1 50.0

111 204 103 92.8 15 10 88 61 72.4

1,673 1,689 1,325 79.2 141 69 1,144 899 79.8

※就職率には，就職退校者を含む。

合　　　　　計

入校者 中退者 修了者定員 応募者
区　　　　　　　　　分

令和４年度

入校率

委
託
訓
練

若年者就職支援デュアルシス
テム（職場実習付き訓練）

雇用セーフティネット対策
事業

離職者訓練（県）

就職率

合　　　　　計

区　　　　　　　　　分
令和５年度

定員 応募者 入校者 入校率 中退者 修了者 就職率

委
託
訓
練

若年者就職支援デュアルシス
テム（職場実習付き訓練）

雇用セーフティネット対策
事業



令和５年度実績 (単位:人）

就職者 就職者

介護福祉士養成科(１年生) 24 21 (3) 11 11 52.4 - - - - #VALUE!
保育士養成科(１年生) 24 14 (2) 17 13 92.9 - - - - #VALUE!
職業実践専門課程科(美容師)(１年生) 24 7 (1) 7 4 57.1 - - - - #VALUE!
栄養士養成科(１年生) 24 7 (1) 9 7 100.0 - - - - #VALUE!
歯科技工士養成科(１年生) 24 7 (1) 3 3 42.9 - - - - #VALUE!
介護・福祉科（実務者研修） 6 68 (3) 49 40 58.8 - - - - #VALUE!
介護・福祉科（初任者研修） 3 22 (1) 7 6 27.3 - - - - #VALUE!
介護職員養成科 3 20 (1) 12 12 60.0 - - - - #VALUE!
ＩＴプログラマー養成科【資格取得コース】 6 40 (2) 82 40 100.0 - - - - #VALUE!
ＩＴビジネス科(ＷＥＢ制作) 5 40 (2) 37 32 80.0 - - - - #VALUE!
パソコン・基礎科 3 372 (16) 373 304 81.7 7 5 118 80 69.1
パソコン・簿記初級科 3 48 (2) 49 42 87.5 - - - - #VALUE!
ＩＴビジネス科(ＷＥＢ活用) 3 60 (3) 54 47 78.3 2 2 16 16 100.0

ＩＴビジネス科（宅建コース） 6 20 (1) 30 20 100.0 - - - - #VALUE!

ＩＴビジネス科(総合コース) 6 96 (4) 156 96 100.0 - - - - #VALUE!
総合ビジネス科 3 40 (2) 26 25 62.5 - - - - #VALUE!
ビジネス実務科　※離職者 3 28 (2) 30 28 100.0 3 3 15 8 61.1
ビジネス実務科　※母子 3 20 (2) 6 4 20.0 1 0 2 2 100.0
ショップマネジメント科 3 24 (1) 12 8 33.3 - - - - #VALUE!
医療事務科（ドクターズクラーク） 4 40 (2) 27 24 60.0 - - - - #VALUE!
医療事務科 3 80 (4) 77 68 85.0 2 2 16 15 94.4

ファッションビジネス科 6 10 (1) 9 9 90.0 - - - - #VALUE!
3 20 (1) 8 8 40.0 1 1 7 4 62.5

地域循環林業科 3 - - - - - - - - - #VALUE!
6 20 (1) 24 20 100.0 - - - - #VALUE!
- 1,124 (59) 1,115 871 77.5 16 13 174 125 73.8

事務 ＩＴ広告デザイン科 4 96 (4) 153 96 100.0 - - - - #VALUE!
調理加工科 4 15 (1) 13 11 73.3 - - - - #VALUE!

- 111 (5) 166 107 96.4 0 0 0 0 #DIV/0!
- 1,235 (64) 1,281 978 79.2 16 13 174 125 73.8

【参考】

令和４年度実績　 (単位:人）

就職者 就職者

介護福祉士養成科(２年生) 24 15 (3) ‐ 15 100.0 1 0 14 13 92.9
介護福祉士養成科(１年生) 24 18 (3) 12 11 61.1 - - - - #VALUE!
保育士養成科(２年生) 24 9 (2) ‐ 9 100.0 0 0 9 8 88.9
保育士養成科(１年生) 24 16 (2) 19 16 100.0 - - - - #VALUE!
職業実践専門課程科(美容師)(２年生） 24 6 (1) ‐ 6 100.0 0 0 6 5 83.3
職業実践専門課程科(美容師)(１年生） 24 3 (1) 9 3 100.0 - - - - #VALUE!
栄養士養成科(２年生) 24 8 (1) ‐ 8 100.0 1 0 7 7 100.0
栄養士養成科(１年生) 24 8 (1) 10 8 100.0 - - - - #VALUE!
調理師養成科(２年生) 24 1 (1) ‐ 1 100.0 0 0 1 1 100.0
歯科技工士養成科(２年生) 24 5 (1) ‐ 5 100.0 1 0 4 4 100.0
歯科技工士養成科(１年生) 24 7 (1) 4 2 28.6 - - - - #VALUE!
美容師養成科(２年生) 24 7 (1) ‐ 7 100.0 0 0 7 5 71.4

ＩＴ ＩＴプログラマー養成科【資格取得コース】 6 20 (1) 36 20 100.0 3 3 17 11 70.0
介護・福祉科（実務者研修） 6 140 (6) 104 93 66.4 15 4 78 72 92.7
介護・福祉科（初任者研修） 3 22 (1) 14 11 50.0 0 0 11 8 72.7
介護職員養成科 3 40 (2) 24 19 47.5 3 1 16 11 70.6
スポーツ・介護ビジネス科 6 15 (1) 6 6 40.0 1 0 5 5 100.0
パソコン・基礎科 3 462 (20) 464 375 81.2 28 14 347 259 75.6
パソコン・簿記初級科 3 48 (2) 53 47 97.9 7 4 40 30 77.3
ＩＴビジネス科【観光コース】 6 20 (1) 16 12 60.0 0 0 12 9 75.0
ＩＴビジネス科【ＷＥＢ制作】 3 40 (2) 31 27 67.5 1 1 26 18 70.4
ＩＴビジネス科（ＷＥＢ活用） 3 40 (2) 32 28 70.0 4 1 24 21 88.0

ＩＴビジネス科(会計事務) 3 20 (1) 16 10 50.0 2 0 8 6 75.0

ＩＴビジネス科(総合コース) 6 96 (4) 155 96 100.0 23 16 73 59 84.3

ＩＴビジネス科(宅建コース) 6 20 (1) 37 20 100.0 2 0 18 10 55.6
総合ビジネス科 3 100 (5) 89 73 73.0 10 4 63 57 91.0
ビジネス実務科　※離職者 3 28 (2) 55 45 160.7 3 1 42 39 93.0
ビジネス実務科　※母子 3 20 (2) 2 2 10.0 0 0 2 1 50.0
医療事務科（ドクターズクラーク） 3 20 (1) 11 9 45.0 0 0 9 7 77.8
医療事務科 3 180 (9) 171 143 79.4 13 8 130 106 82.6
ショップマネジメント科 3 48 (2) 39 33 68.8 1 0 32 26 81.3

ファッションビジネス科 6 10 (1) 11 9 90.0 1 0 8 7 87.5
建設ＣＡＤ実践科 3 20 (1) 19 16 80.0 0 0 16 11 68.8

3 15 (1) 10 8 53.3 0 0 8 4 50.0
6 20 (1) 24 20 100.0 5 2 15 12 82.4

調理加工科 3 15 (1) 12 9 60.0 1 0 8 6 75.0
－ 1,562 (88) 1,485 1,222 78.2 126 59 1,056 838 80.4
5 96 (4) 195 96 100.0 15 10 81 56 72.5

調理加工科 4 15 (1) 9 7 46.7 0 0 7 5 71.4
－ 111 (5) 204 103 92.8 15 10 88 61 72.4
－ 1,673 (93) 1,689 1,325 79.2 141 69 1,144 899 79.8

令和５年度実績（令和６年１月末現在）

区分 訓練科名 期間
(月)

定員（ｺｰｽ数） 応募 入校
就職率
（％）

令和５年度

入校率
（％）

退校者 修了者

修了者

小計（コース数）

農業人材育成科

介護
福祉

事務

ＩＴ

令和４年度
訓練科名

※　託児定員７０人（８コース），１コースの託児定員は５人～１０人　　託児実績４人（Ｒ６.１月末現在）

※　就職率には，就職退校者を含む。

合計

※  中止した訓練コース７コース（医療事務科２コース，スポーツ・介護ビジネス科１コース，介護・福祉科【実務者研修】２コース，介護・福祉科
【初任者研修】２コース）

小計（コース数）
若

年

者

就

職

支

援

デ
ュ

ア

ル

シ

ス

テ

ム

事務

ＩＴ広告デザイン科

委
託
訓
練

雇
用
セ
ー

フ
テ
ィ

ネ
ッ

ト
対
策
事
業

退校者

長期高
度人材
育成

コース

定員（ｺｰｽ数） 応募 入校
入校率
（％）

区分

※  中止した訓練コース９コース（パソコン基礎科２コース，ＩＴスキルアップ科１コース，介護・福祉科【初任者研修】３コース，介護・福祉科【実
務者研修】１コース，ＩＴビジネス科【会計事務】２コース）

建設ＣＡＤ実践科

※　託児定員７０人（８コース），１コースの託児定員は５人～１０人　　託児実績　７人

委
託
訓
練

雇
用
セ
ー

フ
テ
ィ

ネ
ッ

ト
対
策
事
業

長期高
度人材
育成

コース

介護
福祉

地域循環林業科
農業人材育成科

小計（コース数）
若

年

者

就

職

支

援

デ
ュ

ア

ル

シ

ス

テ

ム 小計（コース数）

※　就職率には，就職退校者を含む。

合計

就職率
（％）

期間
(月)



令和５年度実績

①　学卒者訓練（R6.1月末現在） (単位:人）

県内 県外 計
就職率
（％）

自動車工学科 2年 20 27 18 90.0 17 - - 0 0.0

機械整備科 1年 10 2 2 20.0 2 - - 0 0.0

金属加工科 2年 20 17 7 35.0 6 - - 0 0.0

建築工学科 2年 20 13 13 65.0 13 - - 0 0.0

室内造形科 2年 20 21 17 85.0 15 - - 0 0.0

情報処理科 2年 20 22 18 90.0 13 - - 0 0.0

メカトロニクス科 2年 20 14 13 65.0 9 - - 0 0.0

鹿屋 電気設備科 2年 20 12 12 60.0 11 - - 0 0.0

150 128 100 66.7 86 - - 0 0.0

②　在職者訓練（R6.1月末現在） (単位:人）

訓練時間 定員 受講者

1単位12H 63 32

令和４年度実績

①　学卒者訓練 (単位:人）

県内 県外 計
就職率
（％）

自動車工学科 2年 20 16 15 75.0 12 9 3 12 100.0

機械整備科 1年 10 4 4 40.0 4 3 1 4 100.0

金属加工科 2年 20 13 8 40.0 4 4 0 4 100.0

建築工学科 2年 20 16 15 75.0 11 9 2 11 100.0

室内造形科 2年 20 19 14 70.0 12 6 4 10 83.3

情報処理科 2年 20 22 20 100.0 19 11 7 18 94.7
メカトロニクス科 2年 20 14 14 70.0 13 8 2 10 76.9

鹿屋 電気設備科 2年 20 14 14 70.0 13 7 6 13 100.0

150 118 104 69.3 88 57 25 82 93.2

②　在職者訓練 (単位:人）

訓練時間 定員 受講者

1単位12H 70 22

入校
者

応募者
就   職   状   況

定員訓練期間
修了

予定者
入校率
（％）

技能検定準備講習，家具製作，
第一種電気工事士学科試験対策
等

学卒者訓練・在職者訓練（県）

校

名

姶良

宮之城

計

吹上

訓 練 科 名 入校者 修了者
就   職   状   況入校率

（％）
定員 応募者訓練期間

玉掛け技能講習，小型移動式ク
レーン運転技能講習，技能検定
準備講習，第一種電気工事士学
科試験対策　等

訓練内容

訓練内容

校

名
訓 練 科 名

姶良

計

吹上

宮之城



令和５年度実績

○施設内訓練（R6.1月末現在） （単位：人）

就職者

情報電子科 高卒１年 10 14 8 80.0 2 0
ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科 高卒１年 20 17 8 40.0 1 1
OA事務科 高卒１年 20 23 14 70.0 5 3
介護サービス科中卒１年 20 18 13 65.0 5 2
アパレル科 中卒１年 10 13 8 80.0 2 0
ﾜｰｸﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ科中卒１年 20 12 8 40.0 2 1

100 97 59 59.0 17 7

○委託訓練（R5.12月末現在） （単位：人）

就職者

ﾊﾟｿｺﾝ事務科等 59 63 55 93.2 3 0 36 2 5.6

介護ｻｰﾋﾞｽ科 5
介護ｻｰﾋﾞｽ科

(デ) 6 4 3 50.0 0 0 3 0 0.0

就業実務科
(デ) 6 5 5 83.3 2 0 3 0 0.0

実践能力習得訓
練コース

個別事業主 3 1 1 33.3 0 0 1 1 100.0

79 73 64 81.0 5 0 43 3 7.0

※就職及び就職率には，就職退校者を含む。　※(デ)はデュアルシステム

令和４年度実績

○施設内訓練 （単位：人）

就職者

情報電子科 高卒１年 10 13 4 40.0 1 0 3 0 3 100.0
ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科高卒１年 20 16 8 40.0 2 0 6 1 2 40.0
建築設計科 高卒１年 20 4 2 10.0 0 0 2 0 2 100.0
義肢福祉用具科高卒１年 10 7 6 60.0 2 1 4 0 4 100.0
OA事務科 高卒１年 20 17 13 65.0 1 0 12 1 7 63.6
アパレル科 中卒１年 10 9 5 50.0 1 1 4 0 2 60.0
造形実務科 中卒１年 10 14 6 60.0 3 2 3 0 2 80.0

100 80 44 44.0 10 4 34 2 22 72.2
※就職率には，就職退校者を含む。

○委託訓練 （単位：人）

就職者

ﾊﾟｿｺﾝ事務科等 62 61 55 88.7 9 1 46 11 25.5

介護ｻｰﾋﾞｽ科 5
介護ｻｰﾋﾞｽ科

(デ) 6 9 8 133.3 3 0 5 1 20.0

就業実務科
(デ) 6 5 5 83.3 0 0 5 2 40.0

実践能力習得訓
練コース

個別事業主 3 1 1 33.3 0 0 1 1 100.0

82 76 69 84.1 12 1 57 15 27.6

※就職及び就職率には，就職退校者を含む。　※(デ)はデュアルシステム

知識・技能
習得
訓練コース

合計

知識・技能
習得
訓練コース

中止

合計

入校者 入校率 中退者 修了者 就職者
就職率
（％）

コース 訓練科
令和４年度

定員 応募者

合計

訓練科目
訓練対
象

訓練期
定員

令和４年度

応募者 入校者 入校率 中退者 修了者 進学者 就職者
就職率
（％）

中止

合計

コース 訓練科
令和５年度

定員 応募者 入校者 入校率 中退者 修了者 就職者
就職率
（％）

障害者訓練(国立県営)

訓練科目
訓練対
象

訓練期
定員

令和５年度

応募者 入校者 入校率 中退者



















































求職者ニーズ（訓練分野と訓練期間）

180 126 148 
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単位：人 希望する訓練コースの期間（R4.4.1～R6.1.31）
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希望する訓練の分野（R4.4.1～R6.1.31累計）















 

令和６年度 全国職業訓練実施計画（案） 

 

 

 

第１ 総則 

１ 計画のねらい 

産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労働者の地位

の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の変化に対する労働者

の適応性を増大させ、及び円滑な就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発を行

う必要がある。このため、都道府県、事業主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力を尊

重しつつ、雇用失業情勢等に応じて、国が、職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64 号。以

下「能開法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設（以下

「公共職業能力開発施設」という。）において実施する職業訓練（能開法第 15条の７第３項

の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓練」

という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23年法

律第 47 号。以下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定

を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることにより、労働者の十

分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、本計画の対象期間（以下「計画期間」という。）中における対象者数や訓練内容

等を明確にし、計画的な公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公的職業訓練」という。）

の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 

また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、都道府県労働局、ハローワーク、

地方公共団体等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な公共職業訓練の実施を図るも

のとする。 

 

２ 計画期間 

計画期間は、令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までとする。 

 

３ 計画の改定 

本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うものとする。 

 

第２ 労働市場の動向、課題等 

１ 労働市場の動向と課題 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大後、有効求人倍率や完全失業率の悪化など雇用への

大きな影響が見られたものの、足下の令和５年 11月現在では求人の持ち直しの動きが堅調で

ある。一方、コロナ禍からの経済活動の再開に伴って人手不足感が再び深刻化し、社会全体で

の有効な人材活用が必要であり、そのためには、働く方々の意欲と能力に応じた多様な働き方

を可能とし、賃金上昇の好循環を実現していくことが重要である。 

また、中長期的にみると、我が国は少子化による労働供給制約という課題を抱えている。こ
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うした中で、我が国が持続的な経済成長を実現していくためには、多様な人材が活躍できるよ

うな環境整備を進め、労働生産性を高めていくことが必要不可欠であり、そのためには、職業

能力開発への投資を推進していくことが重要である。 

デジタル・トランスフォーメーションやグリーン・トランスフォーメーション（以下「DX

等」という。）の進展といった大きな変革の中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技

能・技術の向上のために必要となる人材の確保、育成が求められている。加えて、企業規模等

によっては DX等の進展への対応に遅れがみられることにも留意が必要である。 

こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成を推進するた

めには、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現に資する公的職業訓練

や、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の機

会を確保・提供することが重要である。 

特に、デジタル分野については、「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」

（令和５年 12 月 26 日閣議決定）等において、デジタル人材が質・量ともに不足しているこ

とと、都市圏への偏在といった課題を解決するために、職業訓練のデジタル分野の重点化に計

画的に取り組むこととしている。 

障害者については、ハローワークにおける新規求職申込件数が増加傾向にあり、障害者の

障害特性やニーズに応じた就職が実現できるよう、一層の環境整備が求められるとともに、人

生 100 年時代の到来による職業人生の長期化を踏まえ、今後は雇入れ後のキャリア形成支援

を進めていく必要がある。また、障害者の福祉から雇用への移行を促進するため、障害者雇用

施策と障害者福祉施策が連携を図りつつ、個々の障害者の就業ニーズに即した職業能力開発

を推進し、障害者の職業の安定を図る必要がある。 

 

２ 直近の公的職業訓練をめぐる状況 

令和５年度の新規求職者は令和５年 11月末現在で 3,027,813 人（前年同月比 98.7％）であ

り、そのうち、求職者支援法第２条に規定する特定求職者に該当する可能性のある者の数は令

和５年 11月末現在で 1,404,406 人（前年同月比 97.5％）であった。 

これに対し、令和５年度の公的職業訓練の受講者数については、以下のとおりである。 

＜令和５年４月～11 月＞ 

  離職者に対する公共職業訓練          73,693 人（前年同期比 90.9％） 

求職者支援訓練                      29,672 人（前年同期比 122.8％） 

在職者訓練                          56,358 人（前年同期比 112.5％） 

 

第３ 令和６年度の公的職業訓練の実施方針 

令和４年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 

① 応募倍率が低く、就職率が高い分野（「介護・医療・福祉分野」）があること 

② 応募倍率が高く、就職率が低い分野（「IT分野」「デザイン分野」）があること 

③ 委託訓練の計画数と実績は乖離しており、さらに令和４年度は委託訓練受講者が減少

していること 

④ デジタル人材が質・量とも不足、都市圏偏在があること 
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といった課題がみられた。 

これらの課題の解消を目指し、令和６年度の公的職業訓練は以下の方針に基づいて実施す

る。 

①については、引き続き、訓練コースの内容や効果を踏まえた受講勧奨の強化を行う。 

②については、IT分野、デザイン分野とも、一層のコース設定の促進を図る。デザイン分

野は求人ニーズに即した効果的な訓練内容かの検討も併せて行う。また、求職者が自身の希

望に沿った適切な訓練コースを選択できるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の

知識の向上や、訓練実施施設による事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとと

もに、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組む。 

③については、開講時期の柔軟化、受講申込み締切日から受講開始日までの期間の短縮、

効果的な周知広報等、受講者数増加のための取組を行う。 

④については、職業訓練のデジタル分野への重点化を進め、一層のコース設定の促進を図

る。 

 

第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

１ 離職者に対する公的職業訓練 

（１） 離職者に対する公共職業訓練 

ア 対象者数及び目標 

（国の施設内訓練） 

対象者数 23,000 人 

目標 就職率：82.5％ 

（委託訓練） 

対象者数 118,599 人 

目標 就職率：75％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

離職者に対する公共職業訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以

下の点を踏まえた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

 職業訓練の内容に応じた様々な民間教育訓練機関を活用した多様な職業能力開発の

機会の提供にあっては、都道府県又は市町村が能開法第 16 条第１項または第２項の

規定に基づき設置する施設（障害者職業能力開発施校を除く。）において実施する職

業訓練との役割分担を踏まえる。 

 国の施設内訓練については、民間教育訓練機関では実施できないものづくり分野にお

いて実施する。 

 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機

関との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、求人情

報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 

 委託訓練については、全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技
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術を利活用できるようにすることが重要であるとされていることから、デジタル分野

以外の全ての訓練コースにおいて、デジタルリテラシーの向上促進を図る。 

 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や処遇

を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業能力評

価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

 IT 分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEB デザ

イン関連の資格取得を目指すコースや企業実習を組み込んだ訓練コースの委託費の

上乗せ措置、オンライン訓練（eラーニングコース）におけるパソコン等の貸与に要

した経費を委託費の対象とする措置に加え、DX 推進スキル標準に対応した訓練コー

スについて、委託費の上乗せ措置の対象とすることにより、訓練コースの設定を推進

する。 

 IT 分野、デザイン分野については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容になって

いるか、検討した上で、求職者が自身の希望に沿った適切な訓練コースを選択できる

よう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の知識の向上や、訓練実施施設による

事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとともに、訓練修了者の就職機会

の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組み、十分な就職支援を実施

する。 

 IT 分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格な

ど）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化・明

確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施等ハロー

ワークと連携した就職支援を実施する。 

 ものづくり分野については、DX 等に対応した職業訓練コースを充実させる。 

 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースの委託費の上乗

せ措置により、訓練コースの設定を促進する。 

 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受講し

やすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や効果を

踏まえた受講勧奨を実施する。 

 委託訓練については、計画数を踏まえ、十分な訓練機会の確保に努めるとともに、開

講時期の柔軟化、受講申込み締切日から受講開始日までの期間の短縮、効果的な周知

広報等、受講者数増加のための取組を行う。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・時

間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（eラーニングを含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 雇用のセーフティネットとして、母子家庭の母等のひとり親、刑務所を出所した者、

定住外国人等特別な配慮や支援を必要とする求職者に対して、それぞれの特性に応じ



 

 

5 

 

た職業訓練を実施する。 

 これまで能力開発の機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等を対象とした国家資

格の取得等を目指す長期の訓練コースについては、対象となる者の受講促進に努め、

正社員就職に導くことができる充実した訓練の実施を推進する。 

 

（２） 求職者支援訓練 

ア 対象者数及び目標 

対象者数 48,261 人に訓練機会を提供するため、訓練認定規模の上限 64,348 人 

目標 雇用保険適用就職率：基礎コース 58％ 実践コース 63％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

     求職者支援訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以下の点を踏ま

えた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

 基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コース）及び実践的能力を習得する職業訓練（実

践コース）を設定することとし、全国の認定規模の割合は以下のとおりとする。 

基礎コース 訓練認定規模の 30％程度 

実践コース 訓練認定規模の 70％程度 

※ 実践コース全体の訓練認定規模に対してデジタル分野 30％、介護分

野 20％を下限の目安として設定する。 

 地域ニーズ枠については、より安定した就職の実現に資するよう、各地域の状況や工

夫に応じて主体的に独自の訓練分野、特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓

練等について、全ての都道府県の地域職業訓練実施計画で設定する。地域ニーズ枠の

設定に当たっては、公共職業訓練（離職者訓練）の訓練規模、分野及び時期も踏まえ

た上で、都道府県の認定規模の 20％以内で設定する。 

 新規参入となる職業訓練の上限は以下のとおりとする。 

基礎コース 30％ 

実践コース 10％ 

 新規参入枠については、地域において必ず設定することとするが、一の申請対象期間

における新規参入枠以外の設定数（以下「実績枠」という。）に対する認定申請が、

当該実績枠の上限を下回る場合は、当該実績枠の残余を、当該申請対象期間内の新規

参入枠とすることも可能とする。 

 新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから、実績枠については、求職

者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定する。 

 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機

関との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、求人情

報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 

 全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技術を利活用できるよう

にすることが重要であるとされていることから、デジタル分野以外の全ての訓練コー
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スにおいて、デジタルリテラシーの向上促進を図る。 

 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や処遇

を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業能力評

価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

 IT 分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEB デザ

イン関連の資格取得を目指す訓練コースへの基本奨励金の上乗せ措置、企業実習を組

み込んだデジタル分野の訓練コースやオンライン訓練（eラーニングコース）におけ

るパソコン等の貸与に要した経費への奨励金支給措置に加え、DX 推進スキル標準に

対応した訓練コースについて、基本奨励金の上乗せ措置の対象とすることにより、訓

練コースの設定を推進する。 

 IT 分野、デザイン分野については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容になって

いるか、検討した上で、求職者が自身の希望に沿った適切な訓練コースを選択できる

よう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の知識の向上や訓練実施施設による事

前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとともに、訓練修了者の就職機会の

拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組み、十分な就職支援を実施す

ること。 

 IT 分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格な

ど）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化・明

確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施等ハロー

ワークと連携した就職支援を実施する。 

 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースへの奨励金支給

措置により、訓練コースの設定を促進する。 

 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受講し

やすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や効果を

踏まえた受講勧奨を実施する。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

・ 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・時

間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（eラーニングを含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 

２ 在職者に対する公共職業訓練等 

（１）対象者数 

公共職業訓練（在職者訓練） 65,000 人 

生産性向上支援訓練     48,500 人 

 

（２）職業訓練の内容等 
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・ 在職者訓練については、産業構造の変化、技術の進歩等による業務の変化に対応する高

度な技能及びこれに関する知識を習得させる真に高度な職業訓練であって、都道府県等又

は民間教育訓練機関において実施することが困難なものを実施する。 

・ ものづくり分野において、企業の中で中核的役割を果たしている者を対象に、専門的知

識及び技能・技術を習得させる高度なものづくり訓練を実施する。さらに、生産性向上人

材育成支援センターにおいては、幅広い分野の事業主からのデジタル人材や生産性向上に

関する相談等に対応するとともに、課題の解消に向けた適切な職業訓練のコーディネート

等の事業主支援を実施する。 

・ ものづくり分野については、DX 等に対応した職業訓練コースの開発・充実、訓練内容の

見直し等を図る。 

・ 訓練の効果を客観的に把握する観点から、訓練コースの受講を指示した事業主等に対し

て、受講者が習得した能力の職場での活用状況について確認する。 

 

３ 学卒者に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

対象者数 5,800 人（専門課程 3,900 人、応用課程 1,800 人、普通課程 100 人） 

目標   就職率：95％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

・ 産業の基盤を支える人材を養成するために、職業能力開発大学校等において、理論と技

能・技術を結びつけた実学融合の教育訓練システムにより、最新の技能・技術に対応でき

る高度なものづくりを支える人材（高度実践技能者）を養成する。特に、DX 等に対応した

職業訓練コースを充実する。 

 

４ 障害者等に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

  （施設内訓練） 

対象者数 2,930 人 

目標 就職率：70％ 

（委託訓練） 

対象者数 3,380 人 

目標 就職率：55％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

 障害者職業能力開発校においては、精神障害者を始めとする職業訓練上特別な支援を要

する障害者を重点的に受け入れて、個々の受講者の障害の特性等に応じた公共職業訓練

を一層推進する。 

 都道府県が職業能力開発校において、精神保健福祉士等の配置、障害者に対する職業訓

練技法等の普及を推進することにより、精神障害者等を受け入れるための体制整備に努
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める。 

 障害者委託訓練の設定については、就職に結びつきやすい実践能力習得訓練コースの設

定を促進しつつ、委託元である都道府県が関係機関と連携を図り、対象となる障害者の

確保、法定雇用率が未達成である企業や障害者の雇用の経験の乏しい企業を含めた委託

先の新規開拓に取り組む。障害者委託訓練のうち知識・技能習得訓練コース等において、

障害を補うための職業訓練支援機器等を活用した場合、職場実習機会を付与した場合や

就職した場合の経費の追加支給を実施するなど、訓練内容や就職支援の充実を図りなが

ら、引き続き推進する。 

 障害者の就業ニーズ及び企業の人材ニーズを踏まえ、訓練コースの見直しを実施する。 

 ハローワーク等との連携の下、在職する障害者の職業能力の開発及び向上を図るための

在職者訓練の設定・周知等に努める。 

 定員の充足状況や修了者の就職実績が低調なものについては、その原因の把握及び分析

を行った上で、その内容等の見直しを図るほか、当該公共職業訓練の受講者に対し、ハ

ローワーク等との連携強化の下、当該公共職業訓練の開始時から計画的な就職支援を実

施する。 

 「職業能力開発施設における障害者職業訓練の在り方について」（障害者職業能力

開発校の在り方に関する検討会報告書）を踏まえた取組を推進する。 
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令和６年度 鹿児島県地域職業訓練実施計画（案） 

 

令和６年３月 

 

第１ 総則 

１ 計画のねらい 

産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労働者の地

位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の変化に対する労働

者の適応性を増大させ、及び円滑な就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発

を行う必要がある。このため、県、事業主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力を尊

重しつつ、雇用失業情勢等に応じて、国が、職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64 号。

以下「能開法」という。）第 16条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設（以

下「公共職業能力開発施設」という。）において実施する職業訓練（能開法第 15 条の７第３

項の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」という。）を含む。以下「公共職業

訓練」という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成

23 年法律第 47 号。以下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労働大

臣の認定を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることにより、

労働者の十分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、本計画の対象期間（以下「計画期間」という。）中における対象者数や訓練内

容等を明確にし、計画的な公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公的職業訓練」という。）

の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 

また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、労働局、ハローワーク、地方公

共団体等関係機関と連携の上、効率的かつ効果的な公共職業訓練の実施を図るものとする。 

 

２ 計画期間 

計画期間は、令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までとする。 

 

３ 計画の改定 

本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うものとする。 

 

第２ 労働市場の動向、課題等 

１ 労働市場の動向と課題 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大後、有効求人倍率や完全失業率の悪化など雇用への

大きな影響が見られたものの、足下の令和５年 11 月現在では求人の持ち直しの動きが堅調

である。一方、コロナ禍からの経済活動の再開に伴って人手不足感が再び深刻化し、社会全

体での有効な人材活用が必要であり、そのためには、働く方々の意欲と能力に応じた多様な

働き方を可能とし、賃金上昇の好循環を実現していくことが重要である。 

また、中長期的にみると、本県は少子化と人材の県外流出による労働供給制約という課題

を抱えており、こうした中で、地域の持続的な経済成長を実現していくためには、多様な人
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材が活躍できるような環境整備を進め、労働生産性を高めていくことが必要不可欠であり、

そのためには、職業能力開発への投資を推進していくことが重要である。 

デジタル・トランスフォーメーションやグリーン・トランスフォーメーション（以下「DX

等」という。）の進展といった大きな変革の中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技

能・技術の向上のために必要となる人材の確保、育成が求められている。加えて、企業規模

等によっては DX 等の進展への対応に遅れがみられることにも留意が必要である。 

こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成を推進するた

めには、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現に資する公的職業訓練

や、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の

機会を確保・提供することが重要である。 

特に、デジタル分野については、「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」

（令和５年 12月 26 日閣議決定）等において、デジタル人材が質・量ともに不足しているこ

とと、都市圏への偏在といった課題を解決するために、職業訓練のデジタル分野の重点化に

計画的に取り組むこととしている。 

障害者については、ハローワークにおける新規求職申込件数が増加傾向にあり、障害者の

障害特性やニーズに応じた就職が実現できるよう、一層の環境整備が求められるとともに、

人生 100 年時代の到来による職業人生の長期化を踏まえ、今後は雇入れ後のキャリア形成支

援を進めていく必要がある。また、障害者の福祉から雇用への移行を促進するため、障害者

雇用施策と障害者福祉施策が連携しながら、個々の障害者の就業ニーズに即した職業能力開

発を推進し、障害者の職業の安定を図る必要がある。 

 

２ 直近の公的職業訓練をめぐる状況 

令和５年度の新規求職者は令和５年 11 月末現在で 55,547 人（前年同月比 99.6％）であ

り、そのうち、求職者支援法第２条に規定する特定求職者に該当する可能性のある者の数は

令和５年 11 月末現在で 26,045 人（前年同月比 98.0％）であった。 

これに対し、令和５年度の公的職業訓練の受講者数については、以下のとおりである。 

＜令和５年４月～11 月＞ 

離職者に対する公共職業訓練           1,123 人（前年同期比  91.3％） 

求職者支援訓練                         279 人（前年同期比 118.2％） 

在職者訓練                             411 人（前年同期比  93.4％） 

 

第３ 令和６年度の公的職業訓練の実施方針 

令和４年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 

① 応募倍率が低く、就職率が高い分野（「介護・医療・福祉分野」）があること 

② 応募倍率が高く、就職率が低い分野（「デザイン分野」）があること 

③ 求職者支援訓練（基礎コース）の計画（認定規模）と実績は乖離していること 

④ デジタル人材が質・量とも不足、都市圏偏在があること 

といった課題がみられた。 

これらの課題の解消を目指し、令和６年度の公的職業訓練は、以下の方針に基づいて実施
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する。 

①については、引き続き、事前説明会・見学会の機会を確保するなど、訓練コースの内容

や効果を踏まえた受講勧奨の強化を図るとともに、応募・受講しやすい募集・訓練日程等の

検討を行う。 

②については、応募倍率が高い状況が続いていることから、一層のコース設定の促進を図

り、求人ニーズに即した効果的な訓練内容であるかを併せて検討する。加えて、求職者によ

る訓練コースの適切な選択を支援するため、引き続き、ハローワーク職員の知識向上を図る

ほか、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組む。 

③については、就労経験が少ない等の就職困難者には社会人としての基礎的能力を付与す

る求職者支援訓練（基礎コース）が有効であることから、求職者・求人者ニーズ等の実態を

踏まえた計画の策定に関する検討を行う。 

④については、地域性を考慮し、IT 分野、営業・販売・事務分野での人材育成を図りつつ、

求職者・求人者ニーズを踏まえた段階的な職業訓練のデジタル分野への重点化に向けた検討

を行う。 

 

第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

１ 離職者に対する公的職業訓練 

（１）離職者に対する公共職業訓練 

ア 対象者数及び目標 

（国の施設内訓練） 

対象者数 374 人 

目標 就職率：82.5％ 

（委託訓練） 

対象者数 1,708 人 

目標 就職率：75％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

離職者に対する公共職業訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以

下の点を踏まえた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

・ 職業訓練の内容に応じた様々な民間教育訓練機関を活用した多様な職業能力開発

の機会の提供にあっては、県又は市町村が能開法第 16 条第１項または第２項の規

定に基づき設置する施設（障害者職業能力開発施校を除く。）において実施する職

業訓練との役割分担を踏まえる。 

・ 国の施設内訓練については、民間教育訓練機関では実施できないものづくり分野

において実施する。 

・ 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関

係機関との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、

求人情報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 
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・ 委託訓練については、全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタ

ル技術を利活用できるようにすることが重要であるとされていることから、デジタ

ル分野以外の全ての訓練コースにおいて、デジタルリテラシーの向上促進を図る。 

・ 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や

処遇を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業

能力評価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

・ IT 分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEB

デザイン関連の資格取得を目指すコースや企業実習を組み込んだ訓練コースの委託

費の上乗せ措置、オンライン訓練（e ラーニングコース）におけるパソコン等の貸

与に要した経費を委託費の対象とする措置に加え、DX 推進スキル標準に対応した訓

練コースについて、委託費の上乗せ措置の対象とすることにより、訓練コースの設

定を推進する。 

・ IT 分野、デザイン分野については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容になっ

ているか、検討した上で、求職者が自身の希望に沿った適切な訓練コースを選択で

きるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の知識の向上や、訓練実施施設

による事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとともに、訓練修了者の

就職機会の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組み、十分な就職

支援を実施する。 

・ IT 分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資

格など）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える

化・明確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施

等ハローワークと連携した就職支援を実施する。 

・ ものづくり分野については、DX 等に対応した職業訓練コースを充実させる。 

・ 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースの委託費の

上乗せ措置により、訓練コースの設定を促進する。 

・ 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受

講しやすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や

効果を踏まえた受講勧奨を実施する。 

・ 委託訓練については、計画数を踏まえ、十分な訓練機会の確保に努めるとともに、

開講時期の柔軟化、受講申込み締切日から受講開始日までの期間の短縮、効果的な

周知広報等、受講者数増加のための取組を行う。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

・ 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・

時間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（eラーニングを含む。）、託児サー

ビス付き訓練コースの設定を推進する。 

・ 雇用のセーフティネットとして、母子家庭の母等のひとり親、刑務所を出所した
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者、定住外国人等特別な配慮や支援を必要とする求職者に対して、それぞれの特性

に応じた職業訓練を実施する。 

・ これまで能力開発の機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等を対象とした国家

資格の取得等を目指す長期の訓練コースについては、対象となる者の受講促進に努

め、正社員就職に導くことができる充実した訓練の実施を推進する。 

 

（２）求職者支援訓練 

ア 対象者数及び目標 

対象者数 1,007 人に訓練機会を提供するため、訓練認定規模の上限 1,007 人 

目標 雇用保険適用就職率：基礎コース 58％  実践コース 63％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

求職者支援訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以下の点を踏ま

えた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

・ 基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コース）及び実践的能力を習得する職業訓

練（実践コース）を設定することとし、全国の認定規模の割合は以下のとおりとす

る。 

基礎コース 訓練認定規模の 30％程度 

実践コース 訓練認定規模の 70％程度 

※ 実践コース全体の訓練認定規模に対してデジタル分野 30％、介護分野 20％

を下限の目安として設定する。 

・ 地域ニーズ枠については、より安定した就職の実現に資するよう、各地域の状況

や工夫に応じて主体的に独自の訓練分野、特定の対象者又は特定の地域を念頭に置

いた訓練等について設定する。地域ニーズ枠の設定に当たっては、公共職業訓練（離

職者訓練）の訓練規模、分野及び時期も踏まえた上で、県の認定規模の 20％以内で

設定する。 

・ 新規参入となる職業訓練の上限は以下のとおりとする。 

基礎コース 30％ 

実践コース 10％ 

・ 新規参入枠については、地域において必ず設定することとするが、一の申請対象

期間における新規参入枠以外の設定数（以下「実績枠」という。）に対する認定申

請が、当該実績枠の上限を下回る場合は、当該実績枠の残余を、当該申請対象期間

内の新規参入枠とすることも可能とする。 

・ 新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから、実績枠については、

求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定する。 

・ 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関

係機関との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、

求人情報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 
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・ 全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技術を利活用できる

ようにすることが重要であるとされていることから、デジタル分野以外の全ての訓

練コースにおいて、デジタルリテラシーの向上促進を図る。 

・ 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や

処遇を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業

能力評価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

・ IT 分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEB

デザイン関連の資格取得を目指す訓練コースへの基本奨励金の上乗せ措置、企業実

習を組み込んだデジタル分野の訓練コースやオンライン訓練（eラーニングコース）

におけるパソコン等の貸与に要した経費への奨励金支給措置に加え、DX 推進スキル

標準に対応した訓練コースについて、基本奨励金の上乗せ措置の対象とすることに

より、訓練コースの設定を推進する。 

・ IT 分野、デザイン分野については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容になっ

ているか、検討した上で、求職者が自身の希望に沿った適切な訓練コースを選択で

きるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の知識の向上や訓練実施施設に

よる事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとともに、訓練修了者の就

職機会の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組み、十分な就職支

援を実施すること。 

・ IT 分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資

格など）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える

化・明確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施

等ハローワークと連携した就職支援を実施する。 

・ 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースへの奨励金

支給措置により、訓練コースの設定を促進する。 

・ 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受

講しやすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や

効果を踏まえた受講勧奨を実施する。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・

時間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（eラーニングを含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 

（３）職業訓練の効果的な実施のための取組 

・ 「営業・販売・事務分野」においては、ビジネスマナー、コミュニケーション力の習

得が業種・職種を問わず重視されているため、訓練カリキュラムに盛り込むことを基本

とする。 
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・ ジョブ・カードは、訓練受講による成果の可視化に加え、「生涯を通じたキャリア・

プランニング」及び「職業能力証明」のツールであることから、引き続き、活用の促進

に取り組む。 

・ 実践的な訓練コースの受講前に、基礎的な IT スキルを習得する必要性が認められる

場合は、積極的に連続受講を勧奨する。 

 

２ 在職者に対する公共職業訓練等 

（１）対象者数 

公共職業訓練（在職者訓練） 730 人 

生産性向上支援訓練     770 人 

 

（２）職業訓練の内容等 

・ 在職者訓練については、産業構造の変化、技術の進歩等による業務の変化に対応する

高度な技能及びこれに関する知識を習得させる真に高度な職業訓練であって、都道府県

等又は民間教育訓練機関において実施することが困難なものを実施する。 

・ ものづくり分野において、企業の中で中核的役割を果たしている者を対象に、専門的

知識及び技能・技術を習得させる高度なものづくり訓練を実施する。さらに、生産性向

上人材育成支援センターにおいては、幅広い分野の事業主からのデジタル人材や生産性

向上に関する相談等に対応するとともに、課題の解消に向けた適切な職業訓練のコーデ

ィネート等の事業主支援を実施する。 

・ ものづくり分野については、DX 等に対応した職業訓練コースの開発・充実、訓練内容

の見直し等を図る。 

・ 訓練の効果を客観的に把握する観点から、訓練コースの受講を指示した事業主等に対

して、受講者が習得した能力の職場での活用状況について確認する。 

 

３ 学卒者に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

対象者数 415 人（専門課程 135 人、応用課程 0人、普通課程 280 人） 

目標   就職率：95％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

産業の基盤を支える人材を養成するために、職業能力開発大学校等において、理論と技

能・技術を結びつけた実学融合の教育訓練システムにより、最新の技能・技術に対応でき

る高度なものづくりを支える人材（高度実践技能者）を養成する。特に、DX 等に対応した

職業訓練コースを充実する。 

 

４ 障害者等に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

（施設内訓練） 
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対象者数 100 人 

目標 就職率：70％ 

（委託訓練） 

対象者数 79 人 

目標 就職率：55％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

・ 障害者職業能力開発校においては、精神障害者を始めとする職業訓練上特別な支援を

要する障害者を重点的に受け入れて、個々の受講者の障害の特性等に応じた公共職業訓

練を一層推進する。 

・ 県が職業能力開発校において、精神保健福祉士等の配置、障害者に対する職業訓練技

法等の普及を推進することにより、精神障害者等を受け入れるための体制整備に努める。 

・ 障害者委託訓練の設定については、就職に結びつきやすい実践能力習得訓練コースの

設定を促進しつつ、委託元である県が関係機関と連携を図り、対象となる障害者の確保、

法定雇用率が未達成である企業や障害者の雇用の経験の乏しい企業を含めた委託先の新

規開拓に取り組む。障害者委託訓練のうち知識・技能習得訓練コース等において、障害

を補うための職業訓練支援機器等を活用した場合、職場実習機会を付与した場合や就職

した場合の経費の追加支給を実施するなど、訓練内容や就職支援の充実を図りながら、

引き続き推進する。 

・ 障害者の就業ニーズ及び企業の人材ニーズを踏まえ、訓練コースの見直しを実施する。 

・ ハローワーク等との連携の下、在職する障害者の職業能力の開発及び向上を図るため

の在職者訓練の設定・周知等に努める。 

・ 定員の充足状況や修了者の就職実績が低調なものについては、その原因の把握及び分

析を行った上で、その内容等の見直しを図るほか、当該公共職業訓練の受講者に対し、

ハローワーク等との連携強化の下、当該公共職業訓練の開始時から計画的な就職支援を

実施する。 

・ 「職業能力開発施設における障害者職業訓練の在り方について」（障害者職業能力開

発校の在り方に関する検討会報告書）を踏まえた取組を推進する。 

 

第５ その他、職業能力の開発及び向上の促進のための取組等 

１ 地域リスキリング推進事業の実施 

産業構造や社会環境が大きく変化する中、デジタル・グリーン等の成長分野や人手不足分

野におけるリスキリングの必要性が高まっていることから、鹿児島県及び域内市町村におい

て、地域に必要な人材確保（中小企業、農林水産、介護等）のため、デジタル・グリーン等

の成長分野や人手不足分野におけるリスキリングの推進に資する事業（以下「地域リスキリ

ング推進事業」という。）を実施する。 

実施にあたっては、労働局や商工関連団体など関係機関と連携しながら、以下の地域リス

キリング推進事業に幅広く取り組むこととし、令和６年度に実施する地域リスキリング推進

事業については、実施地方公共団体名、事業名、事業概要等を記載した一覧を令和６年度に
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開催の地域職業能力開発促進協議会において報告する。 

（１）経営者等の意識改革・理解促進 

（２）リスキリングの推進サポート等 

（３）従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援 

 

２ 地域ニーズを踏まえた訓練コースの策定に向けた取組等 

   中長期的な地域ニーズを反映した訓練コースの策定に向け、情報収集等を実施する。 

 





○委託訓練 ○学卒者訓練

1,597 自動車工学科 20

うち母子家庭の母等を対
象とした訓練 20

機械整備科
（休止）

－

111 金属加工科 20

1,708 建築工学科 20

室内造形科 20

○在職者訓練 情報処理科 20

定員 メカトロニクス科 20

70 鹿屋 電気設備科 20

140

○障害者訓練

　施設内訓練

訓練対象
訓練期間

定員 　委託訓練

情報電子科 高卒１年 10 コース 訓練科 定員

高卒１年 20 パソコン事務科 58

ＯＡ事務科 高卒１年 20 介護サービス科 5

介護福祉ｻｰﾋﾞｽ科 中卒１年 20
就業実務科
（デュアル）

6

アパレル科 中卒１年 10
介護サービス科
（デュアル）

6

ﾜｰｸﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ科 中卒１年 20
実践能力習得
訓練コース 個別事業主 4

100 79合計

令和６年度計画

合計

定員

訓練内容

技能検定準備講習等

校　名 訓 練 科 名 定員

吹上

宮之城

姶良

合計

区　　　　　　　　　分

合計

若年者就職支援デュアルシステ
ム（職場実習付き訓練）

委託
訓練

訓練科目

雇用セーフティネット対策事業

ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科

知識・技能
習得訓練
コース



分野 訓練科名 訓練期間 開催地 コース数 定員

ＩＴプログラマー養成科【資格取得コース】 ６か月 鹿児島，北薩 3 72

ＩＴビジネス科（ＷＥＢ制作）【資格取得コース】 ５か月 垂水 2 40

5 112

ＩＴビジネス科（ＷＥＢデザイン）【資格取得コース】 ４か月 垂水 1 20

1 20

パソコン基礎・販売科 ３か月 鹿児島 2 48

パソコン・基礎科 ３か月 鹿児島，南薩，北薩，日置，熊毛 15 346

パソコンＷＥＢ基礎科 ４か月 姶良・霧島 2 40

ビジネス実務科　（母子）（一般） ３か月+５日 鹿児島 2 48

ビジネス実務科　 ３か月 南薩 2 48

パソコン・簿記初級科 ３か月 曽於 1 15

パソコン・簿記基礎科 ３か月 鹿児島・姶良・霧島 3 72

ＩＴビジネス科（総合・宅建） ６か月 鹿児島，北薩 6 144

ＩＴビジネス科（ＷＥＢ活用） ３か月 志布志 3 60

ＩＴ広告デザイン科（職場実習付） ５か月 鹿児島 4 96

総合ビジネス科 ３か月 鹿屋 3 60

43 977

医療事務科 ３か月 鹿児島，北薩，姶良・霧島，鹿屋 8 164

医療事務科（ドクターズクラーク） ４か月 鹿屋 1 20

9 184

介護福祉士養成科 ２４か月 鹿児島 6 29

介護・福祉科（実務者研修） ６か月 鹿児島，北薩，鹿屋 6 140

介護・福祉科（初任者研修） ３か月 北薩，姶良・霧島，鹿屋，奄美 5 102

保育士養成科 ２４か月 鹿児島，串木野 4 27

栄養士養成科 ２４か月 鹿児島 2 14

歯科技工士養成科 ２４か月 鹿児島 2 8

25 320

農業人材育成科 ６か月 曽於 1 20

1 20

地域循環林業科 ３か月 鹿屋 1 15

1 15

ファッションビジネス科 ６か月 鹿児島 1 10

1 10

調理加工科（職場実習付） ４か月 曽於 1 15

調理師養成科 ２４か月 鹿児島 1 5

2 20

建設ＣＡＤ実践科 ３か月 鹿児島 1 20

1 20

職業実践専門課程科（美容師） ２４か月 鹿児島 2 10

2 10

91 1,708

建
築

小　　　　　計

美
容

小　　　　　計

合            計

林
業

小　　　　　計

デ
ザ
イ
ン

(

縫
製

) 小　　　　　計

調
理

小　　　　　計

医
療
事
務

小　　　　　計

介
護
・
医
療
・
福
祉

小　　　　　計

農
業

小　　　　　計

営
業
・
販
売
・
事
務

小　　　　　計

令和６年度　委託訓練計画　

ＩＴ

小　　　　　計

デ
ザ
イ
ン

（
デ
ジ
タ
ル

）
小　　　　　計



令和６年度長期高度人材育成コース

１ 概 要

正社員就職を希望する非正規雇用労働者等が，安定した雇用環境への転換を図
るため，企業が求める国家資格等の高い職業能力を習得することを支援し，正社
員就職の実現を目指すことを目的に，民間教育訓練機関等に訓練コースの実施を
委託するもの（従来の「資格取得コース」の対象資格等を拡充して新たに創設し
たもの）。

２ 負担割合 国１０／１０
（雇用セーフティネット対策事業内のコースとして実施）

３ 実施主体 委託元：県立高等技術専門校
委託先：民間教育訓練機関等

４ 訓練対象者 次の(1)～(6)の全てに該当する者

（１）概ね５５歳未満の者
ただし，５５歳以上の者であっても，以下(２)～(６)の要件を満たす場合
は，状況に応じて対象者とする。

（２）有期労働契約などによる非正規雇用労働者など，就業経験において不安定
就労の期間が長いことや，安定就労の経験が少ないことにより能力開発機会
が乏しかった者又は出産・育児等により長期間離職していた女性等

（３）国家資格等高い知識及び技能を習得し正社員就職を希望する者
（４）当該訓練コースを修了し対象資格等を取得する明確な意思を有する者
（５）安定所における職業相談において，ジョブ・カードを活用したキャリアコ

ンサルティングを受け，職業経験の棚卸し及び職業生活設計等の結果，当該
訓練の受講が必要と認められる者

（６）過去に当該訓練コース及び１年以上の公共職業訓練（委託訓練）を受講
（正当な理由の無い中途退校も含む）したことのない者
※ (１)，(２)については，厚生労働大臣の指定する介護福祉士及び保育士の

養成課程を活用したコースを除く。

５ 訓練内容 次の(1)～(4)のいずれかに該当するもの

（１）公的職業資格のうち国家資格の取得を訓練目標とするもの
（２）ＩＴＳＳレベル２相当以上の資格取得を目標とするもの
（３）文部科学大臣が職業実践専門課程として認定したもの
（４）学校教育法に定める専門職大学院が実施する専門職学位課程の修了を目指

すもの

６ 県計画

令和６年度においては，介護福祉士養成科，保育士養成科，職業実践専門課程
科（美容師），栄養士養成科，調理師養成科，歯科技工士養成科を実施する。

○訓練計画定員

Ｒ５（長期高度人材育成コース） Ｒ６（長期高度人材育成コース）
コース名 定員 科目 期間 入 コース名 定員 科目 期間校者数

21 3 2年 11 18 3 2年介護福祉士養成科 介護福祉士養成科ｺｰｽ ｺｰｽ
14 2 2年 13 14 2 2年保育士養成科 保育士養成科ｺｰｽ ｺｰｽ
7 1 2年 4 6 1 2年職業実践専門課程科（美容師） 職業実践専門課程科（美容師）ｺｰｽ ｺｰｽ
7 1 2年 7 7 1 2年栄養士養成科 栄養士養成科ｺｰｽ ｺｰｽ
7 1 2年 3 5 1 2年歯科技工士養成科 調理師養成科ｺｰｽ ｺｰｽ

5 1 2年歯科技工士養成科 ｺｰｽ
合計 8コース 56名 38 合計 9コース 55名





39% 25% 22% 14%

全数に
対して

コース別
第1

四半期
第2

四半期
第3

四半期
第4

四半期

基
礎

30% 302 121 91 60 30

70% 705 281 212 140 72

20% 141 57 42 28 14

15% 106 42 32 21 11

30% 212 84 64 42 22

うちIT分野 15% 106 42 32 21 11

うちWEBデザイン系コース 15% 106 42 32 21 11

19% 134 54 40 27 13

8% 56 22 17 11 6

8% 56 22 17 11 6

1,007 402 303 200 102

99.9% 39.9% 30.0% 19.9% 10.1%

※1 新規参入枠（規模）は、四半期ごとに、基礎コースは30％以内、実践コースは30％以内とするが、1コースの
定員に満たない場合であっても、1コースは枠として設定できることとする。

※2 「地域ニーズ枠」は農業分野の申請又は離島を訓練実施地域とする申請があった場合に、優先的に認定でき
る枠とする。地域ニーズ枠は、すべて新規参入枠として設定することも可能とし、新規参入枠（規模）とは別枠
とする。

※3 基礎コース、実践コースの各分野で認定数が定員（上限）を下回った場合は、翌期以降の同コース、同分野に
振り替えることができる。

※4 実践コースにおいて設定された訓練分野において、当該訓練分野の訓練コースが設定されなかった場合
の余剰定員は、同一認定期間の「その他」分野（「営業・販売・事務系」などを含む）に振り替えることができる。

※5 中止コースが発生した場合には、当該コースの認定定員を同一年度の同一分野での認定に活用できる。

※6 ※1～※5を原則とするが、申請状況によっては同一認定期間において基礎、実践コース間や分野間での
余剰定員の振り替えを行う場合がある。

※7 設定された定員(上限）（前四半期からの繰り越し等を上乗せした定員）を超える場合は、以下の方法により
選定を行う。
＜選定方法＞
　①　認定申請書類を基にコースごとに選定点数（※）を決定する。
　②　当該申請を締め切った時点で、申請率((前四半期までの認定数+当該四半期の申請数）÷各訓練分野の定員
　　　（上限）が低い訓練分野順に余剰定員のある訓練分野から不足定員分を充足する。
　③　①、②の結果、選定点数の高いものから順に選定とする。

※選定点数については独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構が定める「求職者支援訓練の
　選定方法」 に基づき算出する。

実
践

実践

合計

介護系

医療事務系

デジタル系

営業・販売・事務系

地域ニーズ枠（農業分野及
び離島振興枠)

その他

令和４年度計画

令和６年度　求職者支援訓練四半期別計画

コ
ー
ス

分野

認定規模
(割合)

令和
6年度
定員

(上限）

計画人数

















 

 

公的職業訓練効果検証ワーキンググループ実施要領 

 

１ 目的 

公的職業訓練効果検証ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）は、適切

かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースについて、訓練修

了者や採用企業からのヒアリングも含め、訓練効果を把握・検証し、訓練カリキ

ュラム等の改善を図ることとする。 

 

２ ＷＧの構成員 

「地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領」の１（３）の構成員のう

ち、都道府県労働局、都道府県及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機

構とし、必要に応じて、地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」とい

う。）構成員の中から任意の者を追加する。 

なお、協議会の構成員として委任した者と同一のものとする必要はなく、構成

員の機関・団体の職員等で差し支えないが、協議会の事務に従事する者として、

正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。                                                                                                                             

 

３ 検証手法 

検証手法は、公的職業訓練の訓練修了者、訓練修了者の採用企業及び訓練実施

機関に対するヒアリングにより行うものとする。 

なお、各種データの統計処理による分析については、訓練カリキュラムの改善

に資する場合に限り各協議会で実施することも可能であるが、都道府県労働局職

員以外の者が直接関わって分析を実施する場合は、①分析するデータの種類・範

囲、②分析手法、③分析の実施者等を明らかした上で、事前に、本省に協議する

こと。 

 

４ ＷＧの具体的な進め方  

（１）検証対象コースの選定 

ア 予め協議会にて検証対象となる訓練分野を選定しておき、ＷＧでは当該

訓練分野の中で訓練修了者が比較的多い訓練コースを３コース（ただし、

異なる訓練実施機関が実施するものとすること。）以上選定する。 

イ 検証対象は、アで選定したコースの訓練実施機関と、各訓練コースにつ

き訓練修了者１人以上、当該訓練修了者を採用した採用企業１社以上とす

る。具体的には、３コースを選定すると、訓練実施機関３者、訓練修了者

３人以上及び採用企業３社以上が対象となる。 

  なお、ヒアリングの対象とする訓練修了者の選定にあたっては、同一の



性別又は年齢層に偏らないよう配慮すること。 

その他、就職氷河期世代、就職困難者、ひとり親等といった様々な事情

を抱える方々について検証することも有意義であることから、訓練修了者

のうちの一人は、例えば離職期間が長い、離転職を繰り返している等の履

歴のある者をできる限り選定することが望ましい。 

（２）ヒアリングの内容等 

ア ヒアリングは直接又は web 会議のいずれでも差し支えない。 

イ ヒアリング内容は以下の項目を必須とし、協議会独自に質問項目を追加

しても差し支えない。 

① 訓練実施機関へのヒアリング 

・訓練実施にあたって工夫している点 

・訓練実施機関が行っているキャリアコンサルティングの状況 

・訓練実施にあたっての国への要望、改善して欲しい点 

     ② 訓練修了者へのヒアリング 

       ※訓練機関の接遇など、受講中の満足度ではないことに留意。 

・訓練内容のうち、就職後に役に立ったもの 

・訓練内容のうち、就職後にあまり活用されなかったもの 

・就職後に感じた、訓練で学んでおくべきであったスキル、技能等 

③ 訓練修了者を採用した企業へのヒアリング 

・訓練により得られたスキル、技能等のうち、採用後に役に立って

いるもの 

・訓練において、より一層習得しておくことが望ましいスキル、技  

能等 

・訓練修了者の採用について、未受講者（未経験者）の採用の場合

と比較して期待していること（同程度の経験等を有する者同士を

比較。採用事例がない場合は想定） 

（３）ヒアリングを踏まえた効果検証等 

（２）のヒアリングを踏まえ、調査した訓練コースを含む分野全体におい

て、訓練効果が期待できる内容及び訓練効果を上げるために改善すべき内容

について整理する。 

（４）効果検証結果を踏まえた検討 

（３）の効果検証結果を踏まえ、訓練カリキュラム等の改善促進策（案）

等を検討し、協議会への報告事項を整理する。 

【訓練カリキュラムの改善促進策（例）】 

○ 委託訓練について、 

・説明会資料又は委託要綱等の内容に追加 

・公募条件又は入札の加点要素として付加 

○ 汎用性の高い訓練（就職支援）内容について、 



・求職者支援訓練において、訓練実施期間中に独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支援機構が行う実施状況の確認の際に周知 

・申請・認定事務の際に周知 

・求職者支援訓練の実施機関開拓の際に周知   

（５）協議会への報告 

ＷＧの効果検証結果及び訓練カリキュラムの改善促進策（案）等につい

ては協議会に報告する。 

 

 














